
明治申期の女子教育について

一とくに井上毅を中心として一

兼 重 宗 口禾

はじめに

 明治5年の「学制」は，女子教育に関し「幼童ノ子弟ハ男女ノ別ナク小学二

従事セシメサルモノハ其父兄ノ越度タルベキ事」（序文），「尋常小学ヲ分テ上

下二等トス，此二等ハ男女二二ス卒業スヘキモノトス」（第27章）と就学の義

務を定めている。また，変則小学の一種として「女児小学」（第26章）の設立

が認められた。しかし，中学校以上の女子の学校については特別な規定を設け

ていない。これは，男女共通教育を目指したのである。男女共通教育の背景は

「着手順序」に示されるごとく「人間ノ道，男女ノ差アルコトナシ，男子已二

有学，女子学フ事ナカル不可」，また「其子ノ才不才其母ノ賢不賢ニョル」の

であり，しかるに「一般ノ女子，男子ト均シク教育ヲ被うシム」と提唱されて

いる。

 以上のように「学制」は，これまでの儒教的色彩の濃い女子教育が近代化さ

れたことに意義をもつ。

 その後，明治8年に東京女学校の教則が改められ，これが女子の中等教育機

関設立の端緒となった。

 明治18年12月の内閣制度の創設により，初代文部大臣として森有礼が就任し

た。彼は，当時の教育の情況について，男子のみ開化しても真の開化ではな

く，女子を教育することが最も必要であると主張している。つまり「女子は人
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の妻となり人の母となるものなれば，理男子と同じからざるべからずω」，「女

子教育ノ目的モ畢童良妻良母ヲ養成スルニアリト云フコトヲ忘ル可カラス，良

キ妻トナリ良キ母トナル■ハ，完全ノ教育ヲ授クルニ非ラザレバ能ハザルナ

ク（・｝」と，女子に教育の必要な理由は，良き母をつくるためだと述べている。

また，国家経済上からも女子教育が発展しないことは不得策であると。女子教

育の主眼は，良妻良母として一家を整理できる気質才能を養成することにあ

る。いいかえると「人間ヲ造出スル所ノ土台ヲ立ツルニアリ，此土台タルヘキ

女子教育ニシテ，宜シキヲ得サル工臨教育ノ全体蟄固ナラサルナリ，国家富強

ノ根本ハ教育ニアリ，教育ノ根本ハ女子ニアリ，女子教育進歩セスンハ国家ノ

安全期ス（、）」ことはできないと，国体主義に立平した女子教育論を主張した。

 明治24年12月，中学校令が改正され女子申等教育について：規定された。第14

章に「高等女学校ハ女子二須要ナル高等普通教育ヲ施ス所ニシテ尋常中学校ノ

種類トス，高等女学校ハ女子二須要ナル技芸専修科ヲ設クルコトヲ得」の条項

が設けられた。ここに男子の中学校に対応する高等女学校が法制の上で明らか

にされた。

 以上のような経過をたどった女子教育に対し，明治26年3月から翌年8月ま

での短期間ながら文部大臣に就任した井上毅が，女子教育の問題をどのように

とらえ，これに対しいかなる施策を試みたかを本稿で論究したい。

註（1）大久保利謙編『森有礼全集』第1巻494頁。

 （2）註（1）同 502頁。

 （3）註（1）同 581頁。

一 井上段の女子教育思想

 明治5年9月14日，井上毅は条約改正と欧米の文物制度の研究を目的として

フランスへ留学した。その留学先から佐々友房へ宛た書簡があり，それによる

と，「毎邑児女ヲ教フル学堂アラザルナク，其学堂ハ大抵邑長ノ治馬所二期

シ，邑ノ書記吏教官ヲ兼〆（、）」ているとの状況を伝えている。しかし，ここに
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は彼の女子教育に対する考えは述べられていない。ともあれ，この見聞が今後

の女子教育の思想的基盤となったことは間違いない。

 帰国後門は，フランスのビユフォンの著した「奢是吾敵論」を翻訳して出版

した。本書の第5に「専ラ婦女ノ権二属シ，而シテ至難ノ責アルモノハ，一家

是ナリ，一家康福ノ主トシテ，其昌栄快楽ヲ保タシムルハ，純ラ其婦ニアリ，

吾人ノ心術才能ヲ上下スルノ権モ，猶婦女ニアリ，婦女ノ其一家二丁ケル教育

ハ，能ク男子ヲシテ大小勇法廉貧高下ノ別ヲ生セシム」，「奢修ハ，人ノ母タル

者ノ教育ノ上二，其善果ヲ壊乱スル1ヲカム（、）」と述べている。即ち，家庭に

おける婦女の役務は，贅沢をさけ，一家を幸福にすることに務め，さらに一家

の子供に対する教育者であり，その役割は重大であると論じている。

 井上はこうした知識を基礎として，女子教育会について次のような書簡を伊

藤博文に出している。「女子教育会ハ貴婦人をして欧米之生活及教育二進化せ

しむる之趣意二して洋人を雇ひ，教権を執らしむるもの二相見え，其結果ハ，

要するに，我国東京住居之上等社会之婦女をして欧米二百年全盛之綺麗優美な

る貴族風二浸漸せしむるに過ぎさる」，「欧米之女子教育ハ，二丁採る二三はさ

る事に三二（、）」。女子教育は，社会改良の一部である。しかし，その目的が欧米

の生活や教育の面で比肩することを意図するならばよいが，ともすれば「奢是

吾二三」に述べられているごとく，経済上からも不徳な結果をまねくことが往

々にして多いことを井上は恐れている。また，欧米の女子教育はキリスト教を

根本としており，しかるに我国はこれをまねる必要はなく，我国独自の女子教

育を考えるべきだと主張した。

 明治26年3月，井上は女子高等師範学校の卒業式に出席し，「余は諸子か益

々貞静の美徳を修め，世間人の子女たる者をして模範として懸式する所あらし

めんことを望む，余は尤先剋校長の唱へられたる，女子は教育の母なりとの一

言を将来に記憶せられんことを望む（・）」と祝辞を述べている。つまり，女性は

「貞静の美徳」を修め，また自ヨの子供を育成教育することから「教育の母」

であると，女子教育の目的・位置を明らかにしている。

 同年6月，伊藤博文に提示した「文部行政意見」に「女子ハ教育ノ母タリト
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ハ，欧洲ノ英主力馬上横塑ノ間二於テ尤注意セシ所ノ格言ナリシ，饗二木戸ll画

孝充ノ文部晶タリシトキ女子ノ教育ヲ奨励シテ，始メテ我国ノ婦女ヲシテ

教育界ノー半要素タルコトヲ知ラシメタル（、）」と述べている。，

 井上は，「貞淑ノ美徳，）」を身につけること，「教育の母」としての教養を

修得させることを女子教育の根本目的としたことがわかる。

 明治26年7月，文部省から「女子教育に関する件」 （文部省訓令第8号）が

発布された。これによれば「普通教育ノ必要ハ男女二男テ差別アルコトナク，

且女子ノ教育ハ将来家庭教育二至大ノ関係ヲ有スルモノナリ（，）」と明記されて

おり，教育を受けることにおいては，男女の差別のないことを言明している。

しかしながら，井上の著した『終朝存稿』には次のごとく述べられている。

「男は剛勇にして澗大高尚の徳を具へ，女は温和にして機敏精微の質を具ふる

は，一は外を治め一は内を治むるに適当な固有の性能と謂はさらむや，故に西

の国にても女子に政権を予へさるは各国の同き所なり，彼の男女同権の説は唯

私権に就てのみ其の傾あるも，此れとても編纂の民法にては此の説の夫婦の間

に実行せられし例あるを零す（，）」。即ち，井上は男女同権を「公権」としてで

はなく「私権」として認めている。ここに教育面で男女の差別を否定した井上

も，やはり内容面では区別していたことがわかる。

 このことは，井上が手懸た「高等女学校規程（抄）」（明治28年1月文部省令

第1号）からも伺える。本規程第6条の修身の程度に「修身ヲ授クルニハ躬行

実践ヲ旨トシ，務メテ貞淑ノ徳ヲ養ヒ，起居言語其ノ宜キニ適セシメンコトヲ

要ス（、）」と，また第8条において「高等女学校二技芸専修科ヲ置クトキハ其ノ

学科ハ第一条一項ノ学科目中一科目若クハ数科目ヲ欠キ技芸二親スル某科目ヲ

加フルモノトス，但修身，国語，裁縫ハ之ヲ欠クコトヲ得ズ副とある。即ち，

女子教育の目的は「貞淑の徳」を瀕養することにあり，その教育方法として修

身とともに実用的教科目の裁縫を必須としていることから，内容面で男子の教

育と区別したことが明らかである。

 以上のa“とく，井上の女子教育思想の根底には，儒教的教育思想を根源とし

その上に諸外国（とくにフランス）の教育思想を融合させた独自な教育思想が
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もととなっており，単に欧化主義を唱えたのではなかった。これは，明治初期

の文教政策に影響を与えた学監ダビット・マレー（D．Murray）の女性は天然

の教師という思想や，森有礼の「女子ハ男子ト異ニシテ子ヲ生ムトキハ直チニ

教師」であり未来の国民を育てるという国体主義の教育思想の影響を受けたか

らでもある。

註（1）佐々友房文書，井上毅伝記編纂委員会編『井上毅伝』史料篇第四 418頁。

 （2）ナドール・ド・ピ'ユホン著井上毅訳『奢是吾敵論』 （明治18年9月出版），前掲

  『井上毅伝』史料篇第三 547～8頁。

 （3）梧陰文庫A-534，前掲『井上毅伝』史料篇第四 99～100頁。

 （4） 「教育報知』第363号「新報」 （明治26年4月）。

 （5）前掲『井上画塾』史料篇第二 608頁。

 （6） 『学制百年史』資料編 98頁。

 （7）註（6）同 34頁。

 （8）小中論義象編『梧陰存稿』巻1 1～2頁。

 （9）註（6）同 130頁。

 ao）註（9）同。

二 女子教育政策

井上文相在任中に公布された女子教育に関する主な法令は下記のごとくであ

る。

○尋常中学校高等女学校技芸学校設置ノタメ町村学校組合ヲ設クルヲ得（明

  治26年5月18日勅令第33号）

○女子ノ小学校就学勧誘及裁縫教員採用方（明治26年7月12日文部省訓令第

  8号）

○高等師範学校二女子高等師範学校生徒臨時補欠ヲ要スルトキ募集方（明治

  26年8月5日文部省令第11号）

○明治25年省令（尋常師範学校尋常中学校及高等女学校教員適任ト認ムル者

  二免許状授与方）廃止（明治26年8月23日文部省令第正2号）
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 ○華族女学校規則改正（明治26年8月23日宮内省口出第4号）

 ○華族女学校幼稚園規則（明治27年2月7日宮内省達乙第1号）

 また，彼が在任中に手がけ辞任後に公布された法令には，

 ○女子高等師範学校規程（明治27年10月2日文部省令第25号）

 ○高等女学校規程（明治28年1月29日文部省令第1号）

 ○高等女学校教科用図書採用及検定方（明治28年6月12日文部省令第4号）

などがある。

 以上のように，女子教育に関する勅令や省令は他のものと比べその数は少な

い。

 まず，女子の就学状況とそれに対する井上の政策について論じよう。

 明治前半期の女子の就学は不振を極めていたが，明治20年代の後半から明治

末にかけては著しい発展を示した。表1の女子就学状況からも明らかになよう

に，明治20年から24年頃の女子就学率は30％強に過ぎず（同期聞の男子就学率は

60～72％），また全就学児童中女子の占める割合は30％強という状態であった。

 こうした状況にあって，井上が女子就学の向上と教育の普及を目指したのは

当然であった。

 井上文相は，明治26年7月1日に開かれた大日本教育会第10回総集会におい

て次のような演説をしている。「今日ノ現況ヲ察スルニ，吾人ノ事業ハ未タ其

ノ半二達スル能ハス，吾人ノニ十年間ノ経営ハ，僅二学令児童中ノ就学者ヲ

シテ，百人中五十人二満ツルノ結果二止マラシメタルハ，吾人ノ甚タ遺憾トス

ル所ナリ，余ハ此ノ遺憾ヲ以テ諸君ノ前・井二公衆ノ三二明言スルコトヲ揮う

ズ，何トナレバ此ノ遺憾ナル欠点ヲ将来二補フコトハ，尤諸君否公衆ト共二丁

リテ，互二力ヲ借り，カヲ合スルノ必要アレバナリ」，さらに「女子ノ就学，男

子二比シテ藩臣テ少ク，寝惚i数仁慈ルハ，我国従来女子教育ノ慣習二乏キニ依

ルモノS如シ，今女子ノ就学ヲ奨励スル為二，小学校二裁縫科ヲ加フルハ，稻

々女子児童ノ就学ヲ増スノ結果ヲ得ルノ実例アリ，余ハ此事二付キ，目下考案

中ナリω」。当時の就学児童は，学齢児童数の半分という状態であった。その

要因に女子就学者が少ないことが指摘される。井上は，この対策として小学校
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表1 女子就学状況

                        全就学児童中にお
年度 学齢女児童総数  就学女児品数  女子就学率 ける女子の比率
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  註「学制百年史』資料編497頁より算出。

に裁縫科を加えることにより女子就学者の増加を図ろうとしている。

 このことは，同年7月22日に発布された「女子教育二関スル件」 （文部省訓

令第8号）に制度的対策としてうちだされた。「普通教育ノ必要ハ男女二於テ

差別アルコトナク，且女子ノ教育ハ将来家庭教育二至大ノ関係ヲ有スルモノナ

リ，現在学齢児童児人中修学者ハ五十人強ニシテ，其ノ中女子ハ僅二十五人強

二過キズ，垢面就学女子ノ父兄ヲ勧誘シテ就学セシムルコトヲ怠ラザルヘキト

同時二女子ノ為二其教科ヲ益々実用二近切ナラシメサルヘカラス，裁縫ハ女子

ノ生活二三テ最モ必要ナルモノナリ，故二地方ノ情況二依リ，成ルヘク小学校
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ノ教科目二裁縫ヲ加フルヲ要ス副。この訓令によると，ただ女子の就学を奨

励するだけではなく，小学校教科に裁縫を加えることにより，教育内容の充実

を図り，就学を向上させようとしている。ここに井上の教育，即ち実用性と合

理性をふまえた独自な発想がみられる。

 しかしながら，こうした政策をとりながらも一方においては，「一旦就学せ

し子女め半途廃学」や「卒業後の女子の口耳（、）」等に問題が残り，十分な成果

は得られなかった。

 次に，初等教育における女子教育政策についてみてみよう。

 明治14年5月に通達された「小学校教則綱領（抄）」（文部省達第12号）に，

小学校中等科高等科に裁縛が，また高等科8年に家事経済の教科が見え為。こ

れについては，「裁縫ハ女児二号リ之ヲ課ス，其時問ハ中等科二於テハ習字，

作文及図画毎週教授時間ヨリ各一時，経済ノ毎週時間ヨリニ時ヲ取テ之二充

ッ（、）」と，また「家事経済ハ女児二限リ之ヲ課ス，其時間ハ経済ノ毎週教授時

間三時ヲ取テ之二充ッ（，）」と補記している。

 また，明治19年5月の「小学校ノ学科及其程度」 （文部省令第8号）1こは，

裁縫に2～6時間充てるととを規程している。こうした政策は，女子に現実の

生活に四馬な技術を身につけさせることを目指しているが，内容的には不十分

であった' B他面，他の習字・作文などの教科を軽視させる弊害が生じた。

 その後，24年11月に「小学校各教科目毎週教授時間配当一例」 （表ff 一①）

が，文部省より各府県に通達された。これと梧陰文庫の丁高等小学校教科課程

表案」 （表ll 一②）を比較すると，科目時数に違いがみられる。即ち，「小学

校各教科目毎週教授時間配当一例」では，算術・日本地理日本歴史外国地理・

体操が男子に比べ1時つつ少なく，その3時が裁縫にあてられており，「高等

小学校教科課程表案」には，上記の他に1～4年生の理科及び3・4年生の作

文が1時つつ少なくなって，1・2年の裁縫に4時，3・4年に5時あててい

る。これは，井上が女子教育における教科目中裁縫を重視していたからであ

る。その背景には，女子の就学率を高めることと実用的教育思想があったこと

は言うまでもない。
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表ll 小学校教科別毎週教授時数

 ①小学校各教科目毎週教授時間配当一例（明治24年i1月）

     修劇作一算日日外理図唱体裁総
教科      麓鬼
     身書文字術理史理科紅型操縫計

高等小学校

e学年共通
2

5
 
「

2 3
男
5
女
4

男
瓦
3

2 2 2
男
妥
2

3 30

備考．裁縫は女児のみ。

 ② 高等小学校教科課程表案（梧陰文庫）

教   科 修
身

読
書

作
文

習
字

算
術

日日外
{本国：地歴：地

搦j理
理
科

図
画

唱
歌

体
操

裁
縫

総
計

1 年 2 5 2 2 男5
翌S

男3
翌Q

男2
翌P

2 2 男3
翌Q

4 28

2  年 2 5 2 2 男5
翌S

男3
翌Q

男2
翌P

2 2 男3
翌Q

4 28

3  年 2 5 男3
翌Q

2 男5
翌S

男4  男2
翌R 女1

2 2 男3
翌Q

5 30

4  年 2 5 男3
翌Q

2 男5
翌S

男4
翌R

男2
翌P

2 2 男3
翌Q

5 30

備考．裁縫は女児のみ。

 また，女子の体育教育については， 「女生徒ノ体操ハ男子ト殊ナル様式ヲ用

ウル八専ラ女子ノ品性二適スヘキニ因ルカ，又ハ生理学上二於ケル理由二関係

ヲ有スルや如何教ヲ乞フ（，）」との諮問をしており，これに対する答申と井上自

身の考えを含めて男子より時数を減少させたものと考えられる。

 次に，高等女学校の教育政策を考察することにするが，これについては堀内

守門が『井上毅の教育政策』に詳しく論究されており（，），ここでは簡単にれふ

たい。

 明治24年12月に公布された「中学校令改正」 （勅令第243号）に，「高等女学

校ハ女子二須要ナル高等普通教育ヲ施ス所ニシテ尋常中学ノ種類トス，高等女
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学校ハ女子二須要ナル技芸専修科ヲ設クルコトヲ得（8｝」と，高等女学校が尋常

小学校の一種であると規定されたが，それ以上の特別な規定はされなかった。

つまり，本条の追加理由に「従来尋常中学校中二女子部ヲ設ケ男子部ト併置ス

ルモノアリ，抑モ高等普通教育ヲ女子二施スハ男子二施スト自ラ趣ヲ異ニスヘ

キハ言ヲ竣タス，而シテ其区別ヲ明劃ニシ其整備ヲ図ラシムルコト緊要ナルヲ

以テ，女子二須要ナル高等普通教育ヲ施ス所ヲ高等女学校トナシ，此際本条ノ

追加ヲ要ス，然レトモ学校ノ種類二於テハ高等女学校モ尋常中学校ノ種類二属

スヘキモノタリ（、）」とあるのみで，カリキュラムや修業年限等の規定はみられ

なかった。しかし，これまで尋常中学にのみ規定があり，高等女学校に関する

規定はみられず，この時期になって女子における高等普通教育の独自性が認識

されその必要性も高まり，これがこのような条文を設けさせたのでもある。

 その後，明治26年5月に高等女学校の設立について，「町村ハ尋常中学校高

等女学校又ハ技芸学校ヲ設置センカ為メ町村制第百十六条第一項二丁リ町村学

     表皿 高等女学校

年度  高等女学校数 教 員 数   生 徒 数
     （人）           （人）

脚

6
0
0
6
8
 
3
9
4
0
8
 
3
0
4
7
2
 
9
5
7
4
0
8
5
9
1
9
6
9
7
2
6
0
2
1
9
5
9
8
5
8
4
2
4
5
6
8
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5
2
1
7
8
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8
1
7
5
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9
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1
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1
6
6
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0
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0
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3
8
7
1
3
1
3
6
8
3
1
0
5
5
5
5
6
7
7
7
 
 
 
 
 
1
1
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3
3
 
3
3
1
1
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3
4
4
6
9

 
 
 
 
 
8
9
5
1
9
7
8
4
5
9
6
4
7
2
0
5
7
凸
9
9
7
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
2
2
1
1
1
 
 
2
3
3
5
7
 
 
 
 
 
1
1
2
3
2

備考．『学制百年史』資料編（487頁）による。
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校組合ヲ設クルコトヲ得⑩」と，町村学校組合の設置が認められた。これは，

高等教育をうける女子の数が増加し（表皿），高等女学校が不足し官公立の高等

女学校を設立する必要があったからである。また，私立高等女学校における教

育は，外国人や宗教家によって教育が行われ，その目的が外国風の教育と宗教

の拡大にあり，これでは我国の「善良ナル国風ヲ維持」することが危ぶまれ，

しかるに官公立の高等女学校の設立を必要としたのである。

 以上のような経過をへて，明治28年1月，井上の文相在任中に立案された

「高等女学校規程（抄）」（文部省令第1号）が公布されるに至った。ここに初

めて男子の尋常中学校に対し，独自性を有する高等普通教育機関としての高等

女学校が誕生した。この規定の学科目で男子と異なる教科は家事・裁縫で，

裁縫は「之ヲ欠クコト得ス副としている。また修身の条に「修身ヲ授クルニ

ハ躬行実践ヲ旨トシ，務メテ貞淑ノ徳ヲ養ヒ起居言語其ノ宜キニ適セシメンコ

トヲ要スαn」とあり，女子教育の目的として「貞淑ノ徳」を修めることをあげ

ている。即ち，将来妻・母親となる女子に日常生活と直接関係する家事・裁

縫を学ばせ，同時に「貞淑ノ徳」をはぐくむことが女子の職分であるとしてい

る。

 次に，女子に対する実業教育について考察しよう。

 梧陰文庫に井上が修正記入した「市町二於ケル実業補習学校二関スル要件」

がある。この文書の最後に「満十八歳以下ノ職工男女ニシテ官立又ハ政府若ク

ハ府県市町村ヨリ認可サレタル実業補習学校二入学スル者二対シテ工場業主ハ

昼間又ハ夜間二三テー週間三時以上ノ就学時間ヲ予フルノ義務ヲ有ス副 とあ

り，18才以下の職工女子にも1週に3時間以上の就学を認めようとしている。

この案は，渡辺董之介視学官の起案した省令案「実業補習学校規程」のもとと

なった。

 井上は，この渡辺の省令案をさらに修正加筆しており，その修正案に次のご

とく記されている。「女子二家事裁縫及其他ノ女工又ハ農業ヲ授クル為二女子

実業補習学校ヲ設クルコトヲ得，但学校長ハ風儀ヲ保持スルノ責ニニ任スヘ

シ副。ここに女子実業補習学校の設立規定案が見られ，しかもその内容は家
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事・裁縫及び農業の教授を主としている。

 この渡辺の修正案をさらに直したのが井上毅文書の省令案「実業補習学校規

程」である。これには， 「女子二家事裁縫及其ノ他ノ実業ヲi授クル為二女子実

業補習学校ヲ設クルコトヲ得，此ノ場合遂事テ戸前諸条ノ例二郎ルヘシa・）」と

ある。この二案を比較すると，前者の「女工又ハ農業」を除去し，さらに「但

学校長ハ風儀ヲ保持スルノ責二任スヘシ」を「此ノ場合二於テハ前諸事ノ例二

回忌ヘシ」と改正している。

 女子実業補習学校の必要性は，「実業補習学校施設意見」にもみえる。即ち，

「国家富強の第一着手たるへき殖産興業の道に於て，一般人民実業上の知識

は，無形の資本として価値ある元素㈹」であると前置きし，「女子の為にも実

業補習学校を設け，裁縫基他の女工，又は農業を泣くることを得へし（農業教

育は女子に於て：最も必要なり）㈹」， また「往年填国に於て実業補習学校を設け

しや，男女混清の制を取りしか混め，世の悪評を被りて一時廃滅に帰し，蝕勢

の及ふ所今に至りて回復することを得ずa、）」と述べている。

 「実業補習学校規程」 （文部省令第16号）は，前述のような段階を経て明治

26年11月に公布された。しかし，この規程には「実業補習学校二於テハ男女ヲ

混同スルコトヲ得ス副とあるのみで，女子教育について他のことにはふれて

いない。即ち， 「実業補習学校施設意見」の男女共学制の反対意見のみとりあ

げられ，省令案「実業補習学校規程」にみられる女子実業補習学校の設立につ

いては全くふれられていない。

 その後，明治27年7月に「徒弟学校規程」（文部省令第20号）が公布され

た。この規程には， 「女子二刺繍，機織及其ノ他ノ職業ヲ授クル為二設クル所

ノ女子職業学校ニシテ此ノ規程二黒ルモノハ徒弟学校ノ種類トス副と，さら

に実業補習学校と同じように「男女ヲ混スルコトヲ得ス副と定められてい

る。即ち，ここに女子職業学校が徒弟学校の種類として含まれ，・女子だけの教

場における実業中心の教育体制が確立されたのである。ただ，この案は「実業

補習学校規程」に記載されなかった省令案の規程を，更に修正して載せたもの

と考えられる。しかしながら，表IVの如く，女子の実業学校就学数が急激に増
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表IV実業学校

年 度
学 校 数 生 徒 数

甲 乙 甲 乙

明治21 25 …
i

一
男 2，363 女 一 i

i

男
一

女
一

22 23 ：
一 2，121 一 1 一 一

23 23 i
一 2，435 一 … 24 一

24 23 i
一 2，565 一 54 一

25 27 …
一 2，808 一 圏

51 一
26 27 i

3
一 2，810 一

i 59 一
27 29 i 4 3，680 一 ：

184 880
28 44 3 10 4，972 43 418 699
29 59 … 17 7，595 9 … 867 1，008

30 75 i
2

18 9，625 486 i
：

863 915

31 83 i 24 io，900 492 i 1，178 347
32 98 … 20 13，833 530 … 954 565
33 113 … 23 15，216 17 i 970 778

； ，

備考．『学制百年史』資料編（482～3頁）による。

加したのは，井上の政策がまがりなりにも成功をみたと考えてよかろう。

 最後に女子の師範学校の廃校問題に対する井上の意見をみることにしたい。

 明治27年の島根県会において女子師範が：地方の風習に適さないことや，学力

が劣ること，在職期間が短いこと，需要が乏しいことなどの理由で廃止の決議

が通過しており幽，また山口県に於ても需要が少ないとの理由により廃校され

た㈱。

 このような状況にある女子師範に，井上はいかなる考えをもっていただろう

か。

 井上の文相就任の約1ヵ月後の明治26年4月，日下部等が井上文相を官邸に

たずね，「師範学校女子部の存廃」について質問している。即ち，「或は女子

部を全廃す可し，或は女子部を縮少す可し，斯くの如き報，道府県より到るも

の，近時一層の繁を加へたるものの如し，此に対する高見は如何」との日下部

の質問に井上は次のごとく答えた。「未だ詳細の取調をなさしめたるなしと錐

とも，女子部成立の稽々非運に傾きたるは，余亦た是れを知る，余は一般の女

子教育に向ひ，大に其の普及発達の高を高めんと欲す。但々女子部の存廃に関

し，諸君の意見のある処を聞かん副と。この時点では師範学校女子部の存廃
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に対しこれといった政策をうちたてていなかった。また，井上の質問に対し日

下部が次のごとく述べている。師範学校女子部を廃してこれに代わる高等女学

校を設立することは，女子教育を普及発達されるために有益であろう。女子教

員については「一家に妻女たるの経歴もなく，人に母たるの実検もなき妙齢の

処女は，教員として却て益なき副ことである。女子教員の養成方法として各

地に高等女学校を設立し，これに別科を設け女子教員として適当な人物を選び

教育することがよい。しかし，女子高等師範学校を廃する必要はなく，年令的

経歴を重視し，これにあった学力を有する女子を精選し入校させ，卒業後は高

等女学校の教員としての道を開くのが良策である。だが，現在の状況にあって

は，男子部と分離させ別に一校を設ける必要はない。

 井上は，前述の意見などを参考とし，女子師範学校政策をうちたてていっ

た。

 伊東己代治に宛た書簡に「女子師範学校の如きも，今日之ヲ廃スルハ，忽チ

耶蘇教徒の為二駆ルの結果を生スベク，小生も再三思之後，其不可ナルヲ信セ

リco」とある。即ち，女子師範学校を廃止することは，キリスト教徒による外

国風の教育と実教の拡大をあえて認めることになり，それでは我国の善良なる

国風が維持できなくなる。しかるに女子師範学校を廃してはならないと主張し

ている。

 また，井上は伊藤総理大臣に対し，「高等女子師範校ヲ廃ス」ことには「同

意いたし難副いとその旨を述べている。その理由及対策については，後日の

「文部行政意見」で明らかにしている。即ち，「各地方会議二於テ或事情ノ為

二師範学校附属女子部ノ経費ヲ廃スル者二十余県二戸ヘリ，今女子教育ノ為二

前途ノ計ヲ為スニハ各：地方師範学校附属女子部二代フルニ，女子高等1師範1学

校ノ制ヲ以テシ，而シテ女子高等学校ノ師範タル者ヲ養成スル為二，東京二於

テ唯一ノ高等女子師範学校ヲ振作スルノ田方アルノミ㈱」と，：地方における師

範学校附属女子部にかわる女子高等学校の制度を確立し，この女子高等学校の

教員を養成するために東京の高等女子師範学校を振興することが最良の政策で

あると述球ている。
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 以上の師範学校に対する意見は，井上文相辞任後の明治30年10月公布の「師

範教育令」（勅令第346号）にみることができる。この「師範教育令」と明治19

年4月公布の「師範教育令」（勅令第13号）と比較すると，新しく女子高等師範

学校の名が記載され，東京に一校置くことが認められ，その管理は文部大臣に

委ねられている。また，尋常師範学校が師範学校と改称され，その管理を地方

長官に委嘱した。こうした勅令公布の背景には，就学多の増加にともない私立

の高等女学校が増加し，女子師範学校の入学者が減少したことにある。この対

策として文部省直轄下の高等女学校において女教員を養成する政策をうちだし

たのである。しかも，高等女学校の卒業者が小学校教師になる実例の多いのも

当時の実状であった。

註（1）井上家所蔵「教育意見」，「教育報知」第419号附録（明治27年4月）。

 （2） 『学制百年史』資料編 34頁。

 （3） 「教育報知」第393号「新報」 （明治26年10月）。

 （4）註（2）同 87頁。

 （5）註（2）同 88頁。

 （6）梧陰文庫B 一3q37「小学校生徒健康二関スル諮問事項案」。

 （7）海後宗臣編『井上毅の教育政策』 947～968頁。

 （8）註（2）同 130頁。

 （9） 『公文類聚』第15編第29巻23／2。

 ⑳ 註（9）同 第17編第32巻14，「法令全書』（明治26年甲）45～46頁。

 （11）註（2）同 130～131頁。

 働 註ω同。

 ㈲ 梧陰文庫B-2652。

 （14）梧陰文度B-2653。

 ㈲ 註a4）同。

 ⑯ 井上毅伝記編纂委員会編『井上毅伝』史料篇第5 431頁。

 qT註a6）同 432頁。

 as） 「教育…報知」第378号（明治26年7月），註㈹同 433頁。

 ⑲ 註（2）同 190頁。

 （2①註（2）同 191頁。

 ⑳ 註⑳同。

 鋤 「教育報知」（明治27年12月）3頁。
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⑫
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             第13号．

『山口県教育史』下（大正14年） 272頁。

「教育知報」第365号（明治26年4月）。

註（2D同。

梧陰文庫B-2786，註a6）子下4 296頁。

梧陰文庫B-2580，註a6）同第2 602頁。

井上家蔵文書，註a6）同第2 608頁。

おわりに

 明治中期の学制改革は，教育制度の再編成と国民教育制度の強化を目指した

ものといえよう。即ち，学校間に系統性をもたせ，現実の生活に密着した教育

内容にすることであった。そのため井上毅は，初等・中等・高等の各教育段階

の総合的学校体系を制度として確立しようとした。しかし，井上の文相在任期

間の短いこともあり，彼がこの改革を全て完成できたわけではなかった。だ

が，こうした井上の構想は，各学校段階に統一教育目的が明確化されなかった

ものの，実業教育ならびに高等専門教育を制度化し，総合的学校体系の基礎を

つくりあげた。

 例えば，女子教育について森有礼が文相の時，女子教育振興のため女教師養

成の女子師範の設立を説いた。しかし，財源難により女子師範や師範女子部の

廃止が各県会で問題となり，森の構想は実現にはいtらなからた。そこで森の

構想を引継いで，井上は辞任後ながら彼の附与した「高等女学校規程（抄）」や

「師範学校令」が公布されるに至った。ここに女子師範学校や高等女学校が中

学校としての位置を確立したのである。

 井上は，女子教育について「女子は教育の母である」という基本的理念をも

って，女子就学率を高め，「貞淑の徳」を酒養し，日常生活に直接役立っ教育

政策を試みた。こうした考えの背景には，我国が未だ西欧諸国と比べ教育水準

が低く，明治20年代初頭からの急激な企業の勃興により資本主義が拾頭しそれ

ににあう有用な人材を育成すべき社会的必要があった。その要請に適合すべく

教育を受けた人材をより速やかに育成することが何よりも急務であった。
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